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○国立大学法人上越教育大学職員財形貯蓄等事務取扱要項

（平成16年４月１日学長裁定）

最終改正 平成25年３月22日

（趣旨）

第１ 国立大学法人上越教育大学（以下「本法人」という。）の職員の財産形成貯蓄，財

産形成年金貯蓄及び財産形成住宅貯蓄（以下「財形貯蓄等」という。）の事務の取扱い

については，勤労者財産形成促進法（昭和46年法律第92号）その他の法令又はこれに基

づく特別の定めがある場合を除くほか，この要項の定めるところによる。

（財形貯蓄等に係る事務）

第２ 本法人における財形貯蓄等に係る事務は，総務課及び財務課が行うものとする。

（財形貯蓄等の申込み）

第３ 財形貯蓄等を希望する職員は，金融機関等の所定の財形貯蓄等の契約に関する申込

書，財産形成非課税年金貯蓄申込書及び財産形成非課税年金貯蓄申告書並びに財産形成

非課税住宅貯蓄申込書及び財産形成非課税住宅貯蓄申告書（以下「財形貯蓄等の申込書

等」という。）に別記第１号様式の財産形成貯蓄等天引預入（払込）依頼書を添付して，

総務課に提出するものとする。

２ 総務課は，前項の規定による財形貯蓄等の申込みがあった場合には，当該申込みの内

容を点検し，財形貯蓄等の契約の要件（第５に規定する基準を含む。）を満たしている

ものについてこれを受理し，財形貯蓄等の申込書等を金融機関等に送付するものとする。

（財形貯蓄等の申込時期及び積立等の開始日）

第４ 財産形成貯蓄（以下「財形貯蓄」という。）の申込時期は，毎年２月20日から３月

１日までの期間又は８月20日から９月１日までの期間とし，積立等の開始日は，４月の

俸給支給定日若しくは６月の期末勤勉手当支給日又は10月の俸給支給定日若しくは12月

の期末勤勉手当支給日とする。

２ 財産形成年金貯蓄（以下「財形年金貯蓄」という。）及び財産形成住宅貯蓄（以下

「財形住宅貯蓄」という。）の申込時期は，毎年８月20日から９月１日までの期間とし，

積立等の開始日は，10月の俸給支給定日又は12月の期末勤勉手当支給日とする。

（財形貯蓄等の申込みに係る基準）

第５ 職員が財形貯蓄等を申し込む場合においては，財形貯蓄等の契約に係る申込みの要

件のほかに次の各号に定めるところによるものとする。

(1) 契約金融機関等 職員が新たに財形貯蓄等の契約を締結することができる金融機関

等は，学長が指定する金融機関等（以下「財形貯蓄等取扱機関」という。）とする。

(2) １人１契約の原則 財形貯蓄等の契約締結は，財形貯蓄，財形年金貯蓄及び財形住

宅貯蓄の種類ごとに，１人につき１契約に限るものとする。

(3) 積立額（預入等の１回当たりの金額）等１回当たりの積立額は，1,000円の整数倍

とし，俸給支給定日又は期末勤勉手当支給日ごとにそれぞれ同額とし，次に掲げる日

のいずれか一つを選んで継続的に預入等を行うものとする。

ア 俸給支給定日
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イ 期末勤勉手当支給日（３月の期末手当支給日を除く。以下同じ。）

ウ 俸給支給定日及び期末勤勉手当支給日

（幹事金融機関等の選定及び協力）

第６ 学長は，財形貯蓄等に関する事務を円滑に行うため，原則として業態ごとに各金融

機関等と総務課及び財務課との連絡調整を行う金融機関等（以下「幹事金融機関等」と

いう。）を各１社選定する。

２ 幹事金融機関等は，次の各号に掲げる事務に関し協力するものとする。

(1) 財形貯蓄等の申込書等を職員が財形貯蓄等の契約を希望する財形貯蓄等取扱機関へ

送付すること。

(2) 職員が財形貯蓄等の契約を締結した財形貯蓄等取扱機関が作成した契約者（財形貯

蓄等を行っつている職員をいう。以下同じ。）ごとに交付する財形貯蓄等の契約の証

を総務課へ送付すること。

(3) 財形貯蓄等に係る給与からの控除預入等を行うための明細書（以下「控除額明細書」

という。）について，総務課と財形貯蓄等取扱機関との相互間における送付の取次ぎ

を行うこと。

(4) 財務課から預入等の総額を受け取り，速やかに財形貯蓄等取扱機関へ振り込むこと。

(5) 財形貯蓄等取扱機関が作成する預貯金等の残高報告書を取りまとめて，総務課へ提

出すること。

(6) 第13ただし書に基づき契約者用の残高報告書を配付すること。

(7) その他必要な書類の送付，連絡事項等の伝達を行うこと。

（預貯金等の預入）

第７ 総務課は，控除額明細書を財形貯蓄等取扱機関の協力を得て作成し，預入等を行う

日の15日前までに財務課へ送付するものとする。

２ 総務課は，控除額明細書を送付後に変更が生じたときは，別に定めるところにより控

除額明細書を変更するものとする。

３ 総務課は，控除額明細書を，預入等を行う日の５営業日前までに幹事金融機関等を経

て財形貯蓄等取扱機関へ送付するものとする。

４ 財務課は，控除額明細書に基づいて契約者の給与から預入等の相当額を控除し，これ

を幹事金融機関等に支払い，幹事金融機関等は財形貯蓄等取扱機関へ払い込むものとす

る。

（非課税関係事務）

第８ 第３に定めるところにより財産形成非課税年金貯蓄申告書又は財産形成非課税住宅

貯蓄申告書が提出され非課税の適用を受けることとなる場合は，その合計額が550万円

以内（郵便貯金又は生命保険若しくは損害保険の保険料若しくは生命共済の共済掛金に

係る財産形成非課税年金貯蓄申告書については385万円以内）であることを総務課は確

認しなければならない。

（財形貯蓄等の記録簿）

第９ 総務課は財形貯蓄等の状況を把握するため，契約者別に別記第２号様式の財形貯蓄

等の記録簿を作成し，管理するものとする。

（財形貯蓄等の契約内容の変更）
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第１０ 契約者は，財形貯蓄等の契約内容（積立額，積立期間又は積立日（預入等の日）

その他重要な約定事項をいう。以下同じ。）を変更しようとするときは，財形貯蓄等取

扱機関の所定の財形貯蓄等の契約内容の変更に関する申込書（以下「変更申込書」とい

う。）を作成し，総務課に提出するものとする。

２ 財形貯蓄に係る変更申込書の提出時期は，毎年２月20日から３月１日までの期間とし，

変更後の積立等の開始日は，４月の俸給支給定日又は６月の期末勤勉手当支給日とする。

３ 財形年金貯蓄及び財形住宅貯蓄に係る変更申込書の提出時期は，毎年８月20日から９

月１日までの期間とし，変更後の積立等の開始日は，10月の俸給支給定日又は12月の期

末勤勉手当支給日とする。

４ 前２項の規定にかかわらず，総務課は，契約内容の変更の目的が真にやむを得ないも

のであると認められるときは，提出時期以外の日であっても変更申込書を受け付けるも

のとする。

５ 総務課は，変更申込書を受理したときは，財形貯蓄等の記録簿に所要の事項を記載す

るものとする。

６ 第３第２項の規定は，財形貯蓄等の契約内容を変更する場合に準用する。

（財形貯蓄等の預替え）

第１１ 契約者が財形貯蓄を預替えしようとするとき及び勤労者財産形成促進法施行令

（昭和46年政令第332号。以下「財形法施行令」という。)第14条の23第５号から第８号

に規定する要件に係る財形貯蓄等を預替えしようとするときは，財形貯蓄等取扱金融機

関所定の財産形成貯蓄の預替え継続申込書(兼解約・預替依頼書)(以下「預替え申込書」

という。)を作成し，総務課に提出するものとする。

２ 総務課は，預替え申込書を受理したときは，財形貯蓄等の記録簿に所要の事項を記載

するものとする。

３ 第１項に規定する契約者が財形貯蓄を預替えしようとする場合の申込書の提出時期

は，毎年８月20日から９月１日までの期間とし，預替え後の積立等の開始日は，10月の

俸給支給定日又は12月の期末勤勉手当支給日とする。

４ 第３第２項，第４及び第５の規定は，財形貯蓄等を預替えする場合に準用する。ただ

し，財形法施行令第14条の23第５号から第８号に規定する要件に係る財形貯蓄等の預替

えの場合における第４に定める申込時期については，この限りではない。

（財形貯蓄等の解約）

第１２ 契約者は，在職中に財形貯蓄等を解約（残高の全部又は一部を払い出す場合を含

む。）しようとするときは，財形貯蓄等取扱機関の所定の財形貯蓄等の解約に関する申

込書（以下「解約申込書」という。）を作成し，総務課に提出するものとする。

２ 総務課は，解約申込書を受理したときは，財形貯蓄等の記録簿に所要の事項を記載し，

速やかに財形貯蓄等取扱機関に送付するとともに財務課にその旨を通知するものとす

る。

（預貯金等の残高報告）

第１３ 総務課は，毎年２回特定の時期に，預貯金等の現在高に関し，財形貯蓄等取扱機

関等から契約者別の預貯金等の残高報告書（契約者用及び各機関用一覧表）を提出させ，

契約者用の残高報告書を当該契約者に配布するものとする。ただし，契約者用の残高報
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告書の配布は，財形貯蓄等取扱機関の協力を得て，財形貯蓄等取扱機関から契約者に対

し直接行うことができるものとする。

（人事異動の場合の取扱い）

第１４ 総務課は，契約者が他の機関に異動した場合には，当該契約者の財形貯蓄等に関

する書類を異動先の機関に速やかに送付するものとする。

２ 総務課は，前項の規定により財形貯蓄等に関する書類を送付した場合には，当該書類

の写しを保管しておくものとする。

３ 総務課は，他の機関から異動してきた職員が当該異動前の機関において財形貯蓄等の

契約をしており，異動後においても当該契約の継続を希望する場合には，異動前の機関

から当該職員の財形貯蓄等に関する書類の送付を受け，当該職員について財形貯蓄等の

契約の継続ができるように措置しなければならない。

４ 総務課は，契約者について異動があったときは，その旨を財形貯蓄等取扱機関に通知

するものとする。

（積立期間の満了の通知等及び財産形成年金貯蓄の非課税適用確認申告書の提出）

第１５ 総務課は，財形貯蓄等取扱機関から財形年金貯蓄の契約者についての積立期間の

満了の通知書を受領したときは，これに基づき財形貯蓄等の記録簿に所要の事項を記載

し，当該通知書を速やかに契約者に交付するものとする。この場合において，契約者は

当該積立期間の満了の日より２月以内に財産形成年金貯蓄の非課税適用確認申告書を総

務課を経て，財形年金貯蓄取扱機関に提出するものとする。

（書類の保存）

第１６ 総務課は，積立期間満了の日の属する年の翌年から５年間，財形年金貯蓄記録簿

その他財形年金貯蓄に関する書類を保存するものとする。

（その他）

第１７ この要項に定めるもののほか，財形貯蓄等事務の取扱いに関し必要な事項は，別

に定める。

附 則

１ この要項は，平成16年４月１日から施行する。

２ この要項の施行の日前に作成された財形貯蓄等の記録簿は，この要項による改正後の

国立大学法人上越教育大学職員財形貯蓄等関係事務取扱要項別記第２号様式にかかわら

ず，なお従前の例による。

附 則（平成25年３月22日）

この要項は，平成25年４月１日から施行する。
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別記第１号様式（第３関係）

財産形成貯蓄等天引預入（払込）依頼書

年 月 日

国立大学法人上越教育大学長 殿

所属部局名

氏 名

財 形 貯 蓄
私は， 財形年金貯蓄 をしたいので，下記により給与から天引して預入（払込）

財形住宅貯蓄

くださいますよう依頼いたします。

記

１ 天引預入（払込）期間 年 月 日から

年 月 日まで

２ 預入（払込）時期及び金額 俸給支給定日 円

期末勤勉手当支給日 円

３ 金融機関等名

４ 預貯金等の種類

５ 財産形成非課税貯蓄申告書記載の最高限度額 円

（注）１ 依頼する貯蓄の名称に○で囲むこと。

２ 財形貯蓄の場合は，５の記載不要
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別記第２号様式（第９関係）

財産形成貯蓄記録簿（ 財形）

所 属 部 局 契約機関の

ｺ ｰ ﾄ ﾞ 番 号 名 称

フ リ ガ ナ

預貯金等の

氏 名

種 類

ｺ ｰ ﾄ ﾞ 番 号

生 年 月 日 年 月 日生

特 約 事 項

住 所
〒 －

* *

* *

１ 回 当 た りの

事 項 預 入 額 非 課 税

契約・変更 年月日 預入期間 備 考

預替え・解約
俸 給

期末勤勉 限 度 額

手 当

千円 千円 千円


